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今
年
３
月
11
日
開
港
の
茨
城
空
港

は
、
定
期
便
で
決
ま
っ
て
い
る
の
は
１

日
１
便
の
韓
国
便
だ
け
で
、
国
内
線
就

航
の
見
通
し
は
た
っ
て
い
ま
せ
ん
。 

 

大
内
久
美
子
県
議
は
討
論
で
、
空
港

駐
車
場
の
設
置
・
管
理
条
例
に
つ
い

て
、
「
決
ま
っ
て
い
る
の
は
１
４
１
人

乗
り
の
韓
国
便
だ
け
。
14
億
２
０
０
０

万
円
を
か
け
た
１
３
０
０
台
の
無
料
駐

車
場
は
無
駄
の
産
物
」
と
指
摘
。
県
議

会
の
ア
ン
ケ
ー
ト
に
寄
せ
ら
れ
た
県
民

の
声
を
紹
介
し
、
「
運
行
中
止
を
決
断

し
、
今
後
、
タ
ー
ミ
ナ
ル
ビ
ル
の
運
営

赤
字
補
て
ん
、
搭
乗
率
保
証
な
ど
、
さ

ら
な
る
税
金
投
入
は
や
め
る
べ
き
」

と
、
の
べ
ま
し
た
。 

 

大
内
県
議
は
文
教
治
安
委
員

会
で
、
県
立
高
校
に
茨
城
空
港

を
使
っ
た
韓
国
へ
の
修
学
旅
行

を
誘
導
す
る
通
知
を
県
教
育
委

員
会
が
出
し
て
い
る
こ
と
を
明

ら
か
に
し
ま
し
た
。 

 

文
書
に
は
日
程
の
モ
デ
ル

コ
ー
ス
ま
で
示
し
て
各
高
校
に

韓
国
行
き
を
誘
導
し
て
い
ま

す
。 

 

大
内
県
議
は
「
行
き
詰
ま
っ

た
事
業
の
ツ
ケ
を
生
徒
に
押
し

付
け
る
べ
き
で
は
な
い
」
と
の

べ
、
教
育
現
場
の
自
主
性
を
尊

重
す
る
よ
う
求
め
ま
し
た
。 

 

●県議会実施のアンケートの声から 

・茨城に空港は不要。税金の無駄遣いなの

で中止すべきである。 

・開港の是非を県民に問うべきだ。これ以

上の税金を増やさないでほしい。 

・本当に黒字経営が成り立つのか不安。 

茨
城
空
港
の
開
港
を
Ｐ
Ｒ
す
る
県
の

チ
ラ
シ
と
、
韓
国
へ
の
修
学
旅
行
を

誘
導
す
る
県
教
委
の
通
知
文 

 

昨
年
は
「
政
治
を
変
え
た
い
」
と
国
民

の
力
で
、
政
権
交
代
を
実
現
さ
せ
、
歴
史

の
歯
車
を
大
き
く
動
か
し
ま
し
た
。 

 

今
年
は
さ
ら
に
前
進
さ
せ
る
た
め
、
力

を
あ
わ
せ
て
ま
い
り
ま
し
ょ
う
。 

 

昨
年
の
秋
か
ら
、
水
戸
市
議
団
と
市
民

ア
ン
ケ
ー
ト
に
と
り
く
ん
で
い
ま
す
。
生

活
道
路
の
整
備
や
下
排
水
対
策
、
カ
ー
ブ

ミ
ラ
ー
、
信
号
機
の
設
置
な
ど
切
実
な
要

望
が
多
く
寄
せ
ら
れ
ま
し
た
。 

 

早
速
、
現
地
調
査
を
行
な
い
、
市
や
県

に
改
善
を
申
し
入
れ
ま
し
た
。 

 

昨
年
十
月
末
に
茨
城
町
の
小
学
一
年
生

が
自
転
車
通

学

途

中

で
、

車
に
は
ね
ら

れ
死
亡
す
る

痛
ま
し
い
事

故
が
お
き
ま
し
た
。
私
は
、
現
場
で
歩
道

の
な
い
道
路
に
ひ
っ
き
り
な
し
に
通
る
ト

ラ
ッ
ク
や
自
動
車
を
目
の
当
た
り
に
し
、

二
度
と
お
こ
し
て
は
な
ら
な
い
と
強
く
思

い
ま
し
た
。 

 

生
活
道
路
の
改
良
率
が
最
も
低
い
の
が

茨
城
県
で
す
。
年
間
五
百
ヶ
所
の
信
号
機

設
置
要
望
に
、
わ
ず
か
八
十
ヶ
所
、
五
分

の
一
以
下
の
設
置
で
す
。 

 

一
方
で
一
日
一
便
し
か
決
ま
ら
な
い
茨

城
空
港
に
は
五
百
億
円
以
上
も
税
金
を
投

入
し
ま
し
た
。 

 

公
共
事
業
は
、
港
や
飛
行
場
な
ど
大
型

開
発
か
ら
、
く
ら
し
に
身
近
な
も
の
に
切

り
替
え
さ
せ
ま
し
ょ
う
。 

 

医
療
・
福
祉
・
子
育
て
を
大
切
に
す
る

県
政
を
の
願
い
実
現
の
た
め
、
全
力
を
つ

く
し
ま
す
。 

 

今
年
も
ど
う
ぞ
よ
ろ
し
く
お
願
い
い
た

し
ま
す
。 



大内くみ子県議の県政報告 ２０１０年１月 (2)  

 核兵器を廃絶し、戦争のない平和な世

界を実現することは、茨城県民すべての

願いであり、人類共通の悲願である。 

 わが国は、世界唯一の被爆国として、

平和を希求する国民世論の同意のもと、

非核三原則を国是として、世界の恒久平

和の実現を目指している。 

 しかしながら、地球上には今なお多く

の核兵器が存在し、人類に大きな脅威を

与え続けている。 

 また、民族・宗教・経済的利害の対立

などにより、世界各地で武力行使が行わ

れるとともに、新たな核兵器の拡散の懸

念が生じている。 

 このような状況の中、今般、国連安全

保障理事会の首脳会合において、核兵器

のない世界を目指す決議が採択されたこ

とは、今後の核廃絶に向けた貴重な第一

歩となる歴史的な出来事であった。 

 私たちは、広島・長崎の悲劇を再び繰

り返さないために、世界に対し、核兵器

の廃絶と軍縮、生命の尊厳と世界の平和

を強く訴え続けていかなければならな

い。 

 茨城県議会は、県民とともに、全人類

の幸福と世界の恒久平和の実現を目指す

ため、核兵器の一日も早い廃絶を願い、

ここに「非核平和茨城県宣言」を行う。 

 以上、決議する。 

 平成21年12月９日 

            茨城県議会 

 12月県議会で、日本共産党も提出者に

なった「非核平和茨城県宣言」に関する

決議が全会一致で可決されました。  

「非核平和茨城県宣言」 

  市町村 学校数 児童数 

笠 間 市 

常 陸 大 宮 市 

小 美 玉 市 

茨 城 町 
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神 栖 市 

行 方 市 

牛 久 市 

つ く ば 市 

稲 敷 市 

かすみがうら市 

つくばみらい市 

美 浦 村 

河 内 町 

坂 東 市 

桜 川 市 

五 霞 町 
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  合 計  47校 1,417 

県内公立小学校の自転車通学状況 
      （09年10月30日現在） 

 
茨
城
町
で
10
月
、
自
転
車
で
登
校

中
の
小
学
１
年
の
女
児
が
大
型
ト

ラ
ッ
ク
に
は
ね
ら
れ
亡
く
な
る
痛
ま

し
い
事
故
が
発
生
し
ま
し
た
。 

 

大
内
県
議
は
事
故
現
場
を
調
査

し
、
文
教
治
安
委
員
会
で
通
学
路
の

安
全
点
検
、
歩
道
の
整
備
、
ス
ク
ー

ル
バ
ス
へ
の
切
り
替
え
な
ど
を
提

起
、
小
学
生
の
自
転
車
通
学
は
見
直

す
よ
う
求
め
ま
し
た
。 

 

県
内
公
立
小
学
校
の
自
転
車
通
学

の
実
態
は
、
県
教
委
の
調
査
に
よ
る

と
、
18
市
町
村
の
47
校
、
児
童
数

は
計
１
４
１
７
人
に
の
ぼ
り
ま
す
。

そ
の
う
ち
低
学

年
は
３
割
以
上

を
占
め
、
１
年

生
は
１
１
５
人

に
お
よ
ん
で
い

ま
す
。 

 

日
本
共
産
党
茨
城
県
委
員
会

と
同
県
議
団
は
11
月
30
日
、
新

年
県
予
算
の
要
望
書
を
提
出
し

ま
し
た
。
雇
用
、
暮
ら
し
、
中

小
企
業
、
子
育
て
支
援
、
大
型

開
発
の
見
直
し
な
ど
２
８
２
項

目
に
お
よ
び
ま
す
。 

川俣副知事（左）に要望書を手渡す

大内県議ら（11月30日） 

 

私
学
の
父
母
、
教
職
員
が
約
６
万
５
０

０
０
人
余
の
署
名
を
添
え
て
私
学
助
成
の

拡
充
を
請
願
し
ま
し
た
。
【
写
真
】 

 

私
立
高
校
の
初
年
度
納
付
金
は
、
授
業

料
や
入
学
金
・
施
設
整
備
費
な
ど
、
県
立

の
７
倍
で
す
。 

 

大
内
県
議
は
紹

介
議
員
に
な
る
と

と
も
に
、
討
論
で

「
授
業
料
無
償
化

を
私
学
に
も
拡
充

す
べ
き
」
と
の
べ

請
願
の
採
択
を
主

張
し
ま
し
た
。 

 

12
月
県
議
会
に
「
政
務
調
査
費
の
交
付

に
関
す
る
条
例
」
の
改
定
案
が
提
出
さ
れ
ま

し
た
。
日
本
共
産
党
が
提
起
し
た
領
収
書
の

添
付
義
務
付
け
な
ど
が
明
記
さ
れ
ま
し
た
。 

 

し
か
し
「
使
途
基
準
」
に
つ
い
て
政
党
や

後
援
会
、
私
的
活
動
に
も
「
按
分
」
に
よ
っ

て
支
出
を
認
め
る
改
悪
内
容
が
盛
り
込
ま
れ

ま
し
た
。 

 

日
本
共
産
党
は
「
調
査
研
究
に
必
要
な
経

費
と
い
う
目
的
を
厳
格
に
守
り
、
県
民
の
理

解
が
得
ら
れ
る
も
の
に
す
べ
き
」
と
主
張

し
、
「
使
途
基
準
」
の
改
悪
に
反
対
し
ま
し

た
。 

 

県
商
工
団
体
連
合
会
は
、
中
小
業
者

の
妻
や
家
族
の
働
き
分
を
必
要
経
費
と

し
て
認
め
な
い
所
得
税
法
56
条
の
廃
止

を
求
め
る
請
願
を
提
出
し
ま
し
た
。 

 

日
本
共
産
党
は
討
論
で
「
病
気
・
出

産
の
と
き
の
所
得
補
償
が
な
い
な
ど
、

社
会
保
障
に
も
不
利
」
と
の
べ
、
採
択 

を

主
張

し

ま
し

た
。 

 

12

月

17

日
に

は
家
族
従
業
員
の

実
態
調
査
を
県
に

申
し
入
れ
、
大
内

県
議
も
同
席
し
ま

し
た
。
【
写
真
】 


